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技術費の虚構による租税回避
一、事案

昨年、ある地方都市の国税局（以下、税務署という）は、企業年度関連取引の届出を審査していたところ、ある企業（以下、Ａ社という）の行った技術サービス費の虚構方式による租税回避行為を発見し、直ちに、同社に立入調査を実施し、以下4つの疑問点が浮上した。

１、2004年から、Ａ社は、毎年Ａ社の中国投資側及び外国投資側とそれぞれ技術サポート契約を調印し、中国側と外国側のサービス費の比率はその持分比率と基本的に一致すること
技術サービス内容を含め、毎年の契約内容はほとんど変わらないこと

Ａ社と中国投資側との協議書におけるサービス内容に中国投資側（その出資者がＡ社の29.29％の持分しか持たず、その他の生産活動を行わない）はＡ社に優れた製糖工業技術、先進的な管理経験及びと市場情報を提供することを記載されてあること

4、関連者はいつ、どんなサービス、どんなトレーニング、どんな先進的な管理経験及び市場情報を提供したか、いつどなたの専門家を派遣し、どんなサービスを提供したかの税務署の質問に対して、Ａ社の財務担当の回答が曖昧な点も多く見られたこと
税務署は、Ａ社は技術サポート契約を虚構し、管理費用を計上し、租税回避行為を行った疑いがあると考え、Ａ社に対して、該当管理と技術サービス費にかかる真実性、必要性と自主取引原則を裏付ける証拠材料を提出するよう求めた。Ａ社が該当費用の正当性を証明する資料を提供できないため、税務署がＡ社にその租税回避及び企業所得税に抵触するリスクを提示し、勧告した後、Ａ社は、租税回避の事実を認め、税法に基づいて、自ら特別納税の調整を行い、自発調査及び補足納付の方式で税金40.87万元、銀行同期利息5.96万元を納付した。

二、コメント

１、税務署は、企業がその費用支払とコスト計上などに対して真実性、収益性並びに自主取引原則に合致するような証拠資料を提供できない場合には、税法によって調整する権利を有する。

２、中国は2009年、初めて関連者間サービスを移転価格税制の内容として取り入れ、更に2014年、グループ内の労務と管理費の問題について国連に建議書を提出した。BEPS（Base Erosion and Profit Shifting、税源侵食及び所得の移転の意味）の行動計画を実施するため、国家税務総局が2015年3月18日付けの「企業の国外関連者への費用支払に係る企業所得税問題に関する公告」を発表し、末端税務署によるグループ内の労務提供問題の審査を指導する。
３、租税回避の対応として、関連者からの受けている支援の内容について明確にし、その支援の対価が合理的なものであることの資料を備え付けておくことが重要となる。

４、税務当局は「実質課税の原則」を重視しており、実態と乖離する形式（契約）は租税回避行為（重いペナルティ）と見なされるリスクがある。

「非居住者金融口座税金関連情報職責調査管理弁法」
国家税務総局は、2017年5月9日付で、「非居住者金融口座税金関係情報職責調査管理弁法」（以下、弁法という」を公布し、2017年7月1日より施行することを決めた。本稿では7章44条で構成された「弁法」の概要を以下のとおり取りまとめる。

一、背景

2014年1月にOECD（経済協力開発機構）租税委員会は自動的情報交換の「共通報告基準」（Common Reporting Standard、以下CRS）を承認し、同年2月にG20財務大臣・中央銀行総裁会議がこれを支持した。同年7月には、CRSの実施細則（Implementation Handbook)も発表された。CRSは、各国政府間で自動的に情報交換する非住民者の口座の特定方法や情報の範囲を各国で共通化する国際基準であり、これによって国際税収協力を強化し、越境脱税と租税回避に対応するものである。G20の力強い推進下に、現在101カ国（地域）はCRSの実施を承諾した。

2014年9月、中国は、G20の財務大臣・中央銀行総裁会議では、CRSの実施を承諾し、初回対外情報交換の期日を2018年9月に開始することを言明した。それ以降、国家税務総局は金融主管部門と連携し、積極的にCRSの関連国内法整備を推進し、2016年10月から、8カ月の意見徴集を経て、「非居住者金融口座税金関連情報職責調査管理弁法」をついに公表した。

非居住者
ここで非居住者とは、居住者以外の者を指す。居住者には居住者個人と居住企業があり、居住者個人とは、中国国内に住所を有するか、或は住所が無く国内に満1年居住する個人を指す。

居住企業とは、中国の法律により中国国内において設立した企業、または外国（地域）の法律を根拠として設立したが、その実際管理機構が中国国内に所在する企業を指す。これらの居住者個人と居住企業以外の個人と企業が非居住者になる。しかしながら、非居住者には、政府機関、国際組織、中央銀行、金融機関または所在地政府が認可し監督する証券取引所の上場企業とその関連機関を含まれない。

三、新規口座開設への影響

「弁法」では、2017年7月1日から、個人または企業は商業銀行の預金口座の開設、保険会社の商業保険の購入を含め、金融機構の新規口座開設際、金融機構の要求により口座開設申請書または別添の宣誓書にその税収住民身分を声明しなければいけないと決められる。 

非居住者または非居住者支配人の受動的非金融機関（金融機関以外の事業体であり、中には能動的非金融機関と受動的非金融機関がある）は金融口座を開設する際、口座所有者或は支配人の税収居住者身元宣誓書に氏名（名称）、現住所、税収居住者国（地域）、居住者国（地域）納税者識別番号、出生地、生年月日などの情報を記入しなければならない。
上記の情報は、一旦関連部門に送信した後、国家税務総局が中国の対外調印した協議書に基づいて口座所有者居住国税務所管官庁に交換する。
　非居住者金融口座とは、中国国内にある金融機関で開設し、或は保有し、非居住者または非居住者支配人の受動的非金融機関の有する金融口座を言うものである。金融機関は非居住者金融口座を識別した日からこれを非居住者金融口座に繰り入れて管理する。

四、脱税租税回避の阻止　

「弁法」における最大な影響は海外金融口座情報自動交換である。CRSに基づいて、金融口座税金関係情報の自動交換制度を実施し、まず一国（地域）金融機関は、職責調査手順を通じて他の一国（地域）税収居住者個人と企業のその機関で開設した口座を識別し、年別に金融機関所在地の国（地域）主管部門に上記の口座の名称、納税者識別番号、住所、口座番号、残高、利息、配当金および金融資産の売却収入などの情報を報告し、更にその国（地域）税務所管官庁と口座所有者の居住者国税務所管官庁と情報交換を展開し、最終的に多国（地域）間による越境税源の有効監督と管理を実現する。

五、非居住者の報告対象口座　　　

「弁法」は、個人の金融口座残高が100万米ドル以下の低額口座については、金融機関は2018年12月31日までに、職責調査を完成し、個人の金融口座残高が100万米ドルを超える高額口座については金融機関は2017年12月31日までに、非居住者かどうかを特定する職務調査手続きを完了する。この調査報告に基づいて、国家税務総局は2018年9月に初めて外国税務機関と金融口座情報を自動的に交換することになる。

既存企業の金融口座残高について、2017年6月30日を締め切り、口座総残高が25万米ドル超の高額口座は2018年12月31日までに金融機関の調査が完了する。2017年6月30日を締め切り、口座残高が25万米ドル以下の低額口座について金融機関は調査手続きを行わないが、その後何れかの西暦年度末口座総残高が25万米ドルを超えた場合には、金融機関は翌年12月31日までに「弁法」の第26条及び第27条の規定に基づいて口座の職務調査を行わなうものとする。

発動国や地域

金融口座情報に関する税務における自動的情報交換基準導入予定国や地域
2017年9月適用国や地域が韓国、英国など55の国や地域
2018年9月適用国や地域が日本、中国、香港、マカオなど46の国や地域

上記の国や地域では各金融機関ごとに当該国の非居住者を特定させた上でその国の税務当局へ一括報告させ、その国がまとめて協定各国へ口座情報データベースを引き渡すということのようです。




	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家税務総局の「非居住者金融口座税金関連情報職責調査管理弁法」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/07/01

	2
	国家工商行政管理総局の「「商標評価審査案件口頭審理弁法」の公布に関する公告」
	2017/05/04

	3
	国家工商行政管理総局の「工商登記前置審査事項目録の調整に関する通知」
	2017/05/16

	4
	最高裁、最高検の「公民個人情報の侵害刑事案件取扱の法律適用若干問題に関する解釈」
	2017/06/01

	5
	国家税務総局、財政部、中国人民銀行の「「非居住民金融口座の税金にかかる情報の職務調査管理弁法」の配布に関する公告」
	2017/07/01

	4
	人力資源社会保障部の「労働人事争議仲裁組織規則」
	2017/07/01

	5
	人力資源社会保障部の「労働人事争議仲裁弁案規則」
	2017/07/01
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